
令和２年度当初予算

【広島県平成30年７月豪雨災害復興基金充当】

１　避難行動等の研究及び初動・応急対応の検証を踏まえた新たな取組 （単位：千円）

２　避難行動等の研究を踏まえて継続して取り組む県民総ぐるみ運動 （単位：千円）

自　助 共　助 公　助

〇　事業目標：学校の授業，宿題を通じてマイタイムラインに取り組んだ小学校の数　（R2目標）全479校（100%）
　　 　　　　 呼びかけ体制が構築された自主防災組織数　（R2目標）322組織　（R6目標）全1,396組織（100%）

　

自主防災
組織率

自主
防災組織
活性化率

市町の図上
訓練の実施

支援

93.1%

R2目標 90.0%以上 40.0% 60.0% 70.0% 70.0%

29.3% 48.1% 44.7%

95.0% 85.8% 22市町

69.8% 12市町

要求どおり

ワーク目標
災害の種類に
応じた避難場
所・避難経路

の確認

県・市町の
防災情報

メール登録

防災教室・
防災訓練
への参加

非常持出品の
用意及び３日分
以上の食糧・
飲料水の備蓄

家具等の
転倒防止

H30実績 71.2% 27.0%

95,974 1,029 0 0

査定結果

318,927 844 193,000 0

前 年 度
当 初 予 算 額

97,003 0 0 0 0

318,927 844 193,000 0

要 求 額 512,771 0 0 0 0

査 定 額 512,771 0 0 0 0

使用料・
手数料

財産収入 繰入金 諸収入 県債 一般財源

事業費　（単位：千円）

事 業 費
財　　　　源　　　　内　　　　訳

国　庫
支出金

分担金・
負担金

小　　計　 75,445

合　　計　 512,771

成果目標

自主防災組織
育成強化
（共助）

○防災リーダーを養成する市町の支援
○自主防災アドバイザーによる組織の設立や活性化の支援
○自主防災アドバイザースキルアップ研修や自主防災リーダー研修の実施　　　　　など

10,036

市町防災体制
の強化支援
（公助）

○市町における初動・応急対応等の課題解消に向け，短期集中して支援
○市町長を含む災害対策本部運営に係る図上訓練の実施支援（５市町）
○階層別防災セミナーの実施（市町長，防災責任者，防災担当職員）

24,550

小　　計 437,326

区　分 内　容 要求額

県民の避難行
動等の促進
（自助）

○報道機関との連携による避難行動につながる取組の実施
○避難行動につながる防災教室・防災訓練への参加機会の確保
（風水害：5～6月　地震・津波：11月など）
○企業と連携した「備える」取組の推進（備えるフェア9月・3月）　　　　　　　　など

40,859

避難行動等の
研究を踏まえ
た取組
【新規】

○ひろしまマイ・タイムラインの作成による防災意識の醸成
　・小学校の全児童を対象とした防災教育の促進
○災害リスクの可視化
　・VRを活用した教材による土砂災害の疑似体験の実施
○避難所の見える化
　・避難所の見える化に向けた検討会の設置・実施
○自主防災組織の呼びかけ体制構築の加速化
　・体制構築に係る費用の補助やセミナーの開催による支援　　　　　　　　　　　など

208,451

初動・応急対
応検証を踏ま
えた取組
【新規】

○被害情報の収集・共有の仕組みづくり
　・県警システムと県防災情報システムの連携による災害情報の共有
　・AIチャットボット等を活用した被害情報の収集の検討
　・SNS投稿を解析した情報から，位置情報等を収集し，県防災システムと連携
○オペレーションルームの整備
　・マルチディスプレイの導入による，気象・被害情報等の同時情報監視の実施
　・組換え可能なオフィスレイアウトのスペースの確保　　　　　　　　　　　　　など

228,875

　対象者

　県民，自主防災組織，事業者，市町

　事業内容

区　分 内　容 要求額

目　的
　県民及び自主防災組織等が災害から命を守るために適切な行動をとることができるよう，県民，自主防災組織，
事業者，行政等が一体となって県民総ぐるみ運動に取り組むことにより，災害に強い広島県の実現を目指す。

事業説明

支出科目 款：総務費   項：防災費   目：防災総務費
担当課 危機管理課・減災対策推進担当・消防保安課

事業名 「広島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」推進事業（単県）【一部新規】


